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介護報酬の地域区分の見直しに係る要望 

   

 本県では、住み慣れた地域で安心して自分らしく暮らしを続けたいと願う高

齢者を支えるため、地域包括ケアシステムの深化・推進に取り組んでいるとこ

ろです。 

2040年に向けて、本県では、介護ニーズが高まる 85歳以上の高齢者が全国

トップレベルのスピードで増加することから、増大する介護ニーズに対応する

ためには、介護サービスを担う人材の継続的・安定的な確保が必要です。 

本県においても、現在、介護の仕事の魅力向上・発信、介護テクノロジーの

導入支援や資格取得支援等の職場環境の改善などあらゆる手段を講じておりま

すが、介護人材の確保のためには、介護職員の処遇改善の更なる推進が不可欠

です。 



介護職員の処遇改善の原資は介護報酬であり、現在、令和９年度の改定に向

けて、持続可能な介護保険制度のための給付と負担の在り方が議論されている

と承知しております。 

その介護報酬について、大きな影響を及ぼすものが地域区分です。 

地域区分の設定により、東京都特別区などの都内の多くの自治体と県内市の

間には介護報酬に格差が生じていますが、所得の差は小さく、場所によっては

県内市のほうが高くなっている現状を踏まえると、本県においては、必ずしも

地域の実情が十分には反映されていないと考えております。 

特に都県境にある県内市は鉄道路線で都内と直接結ばれ、隣接する東京都の

区市等と一体の生活圏を形成していることなどから、通勤や経済活動の圏域を

考慮した区分を設定することで自治体間の格差を解消することが必要です。 

令和６年度から新たな特例の設定により東京都特別区と隣接する市において

６級地から５級地への引上げが可能になりましたが、依然として級地差が大き

い市があります。また、令和６年の人事院勧告による国家公務員の地域手当の

区分が介護報酬の地域区分に適用された場合、級地差がさらに拡大してしまう

ことから、介護報酬の地域区分を国家公務員の地域手当に準拠して設定するの

ではなく、例えば、介護従事者の流出の状況に合わせて報酬も調整できるよう

にするなど、制度を抜本的に見直す必要があると考えます。 

 つきましては、下記の事項について要望いたします。 

 

記 

 

１ 介護職員が各地域において安定的に確保されるように、介護報酬の地域区

分を定めること。 

 

２ 地域区分の見直しに当たっては、国家公務員の地域手当に準拠するという

考え方から脱却し、地方公共団体と丁寧に議論をするとともに、通勤や経済活

動等の圏域を考慮した区分を設定するなど、地域の実情を適切に反映したも

のとすること。 


